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本物質は、第 4 次取りまとめにおいて環境リスク初期評価結果を公表した。今回、新たに生

態毒性に関する知見と環境実測データ（水質）が得られ、また、健康影響に関しても新たな知見

が得られたため、改めて初期評価を行った。 

 

１．物質に関する基本的事項 

（1）分子式・分子量・構造式 

物質名：リン酸トリフェニル 
（別の呼称：トリフェニルホスフェート、TPP） 
CAS 番号：115-86-6 
化審法官報公示整理番号：3-2522（トリフェニル（又はモノメチルフェニル，ジメチル

フェニル，ノニルフェニル）ホスフェート）、 
3-3363（トリス（フェニル，モノメチルフェニル，ジメチル

フェニル，エチルフェニル，ノニルフェニル混合）

ホスフェート） 
化管法管理番号：461（リン酸トリフェニル） 
RTECS 番号：TC8400000 
分子式：C18H15O4P 
分子量：326.28 
換算係数：1ppm = 13.34 mg/m3(気体、25℃) 
構造式：  

 

（2）物理化学的性状 

本物質（リン酸トリフェニル）は常温で無色の固体である1)。 

融点 49.39℃ 2)、49～50℃ 3), 4)、50℃ 5) 

沸点 245℃ (14.6 kPa) 2), 3), 5) 

密度 1.2055 g/cm3 (50℃) 2) 

蒸気圧 8.37×10-4 Pa (25℃) (外挿値) 4) 

分配係数（1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/水）(log Kow) 4.59 (pH 不明) 4), 5), 7)、4.6 (pH 不明、精製水) 8) 

酸解離定数（pKa）  

水溶性（水溶解度） 0.73 mg/1,000g (24℃) 2)、1.90 mg/L (25℃) 4)、 
0.73 mg/L (24℃) 5), 9)  

（3）環境運命に関する基礎的事項 

本物質（リン酸トリフェニル）の分解性及び濃縮性は次のとおりである。 

［6］リン酸トリフェニル 
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生物分解性 
好気的分解（分解性が良好と判断される化学物質10)） 

分解率：BOD 90％、TOC 95*％、LC 96％ 11) 
（試験期間：4 週間、被験物質濃度：100 mg/L、活性汚泥濃度：30 mg/L）11) 
（備考：＊水系において試料が溶解していないため、理論 DOC 量に比較して分

解度を算出した11)） 
 
化学分解性 

OH ラジカルとの反応性 （大気中） 
反応速度定数：11×10-12 cm3/(分子･sec)（AOPWIN 12)により推定） 
半減期：0.49～4.9 日（OH ラジカル濃度を 3×106～3×105 分子/cm3 13)と仮定し、一日

を 12 時間として推定） 
 
加水分解性 

半減期：> 28 日 (pH = 5) (25°C) 6)、19 日 (pH = 7) (25°C) 6)、7.5 日 (pH = 8.2) (21°C) 6)、

3 日 (pH = 9) (25°C) 6)、1.3 日 (pH = 9.5) (21°C) 6) 

加水分解しリン酸ジフェニルとフェノールを生成する6)。 
 
生物濃縮性 

生物濃縮係数(BCF)： 
84±32（試験生物：Oryzias latipes、試験期間：18 日、被験物質濃度：0.01 mg/L）14) 
193±79（試験生物：Oryzias latipes、試験期間：32 日、被験物質濃度：0.02 mg/L）14) 
189±90（試験生物：Oryzias latipes、試験期間：35 日、被験物質濃度：0.03 mg/L）14) 

 
土壌吸着性 

有機炭素補正土壌吸着係数(Koc)：2,514 ～ 3,561（海外土壌）15) 

 

（4）製造輸入量及び用途 

① 製造輸入量等 

本物質（リン酸トリフェニル）の 2020 年の国内生産量は 1,500～1,600 t 規模と推定されて

いる16)。 

 
トリフェニル（又はモノメチルフェニル，ジメチルフェニル，ノニルフェニル）ホスフェ

ートの化審法に基づき公表された一般化学物質としての製造・輸入数量の推移を表 1.1 に示

す17)。 
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表 1.1 トリフェニル（又はモノメチルフェニル，ジメチルフェニル，ノニルフェニル）

ホスフェートの製造・輸入数量の推移 

年度 2014 2015 2016 2017 2018 

製造・輸入数量 (t) a) 5,000 3,000 3,000 2,000 2,000 

年度 2019 2020 2021 2022 2023 

製造・輸入数量 (t) a) 2,000 3,000 2,000 1,000 1,000 
注：a) 製造数量は出荷量を意味し、同一事業者内での自家消費分を含んでいない値を示す。 

 
トリス（フェニル，モノメチルフェニル，ジメチルフェニル，エチルフェニル，ノニルフェ

ニル混合）ホスフェートの化審法に基づき公表された一般化学物質としての製造・輸入数量

の推移を表 1.2 に示す17)。 

 
表 1.2 トリス（フェニル，モノメチルフェニル，ジメチルフェニル，エチルフェニル，

ノニルフェニル混合）ホスフェートの製造・輸入数量の推移 

年度 2014 2015 2016 2017 2018 

製造・輸入数量 (t) a) X b) X b) X b) X b) X b) 

年度 2019 2020 2021 2022 2023 

製造・輸入数量 (t) a) X b) X b) X b) X b) X b) 
注：a) 製造数量は出荷量を意味し、同一事業者内での自家消費分を含んでいない値を示す。 

b) 届出事業者が 2 社以下のため、製造・輸入数量は公表されていない。 

 

② 用 途 

本物質（リン酸トリフェニル）は、各種の合成樹脂・合成ゴムの可塑剤、難燃剤や安定剤に

使われている1)。 

 

（5）環境施策上の位置付け 

本物質（リン酸トリフェニル）は、化学物質排出把握管理促進法（化管法）第一種指定化学

物質（管理番号：461、政令番号：514）に指定されている。 
リン酸エステル類は、人健康影響及び生態影響の観点から水環境保全に向けた取組のための

要調査項目に選定されている。 
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２．曝露評価 

環境リスクの初期評価のため、我が国の一般的な国民の健康や水生生物の生存・生育を確保

する観点から、実測データをもとに基本的には化学物質の環境からの曝露を中心に評価するこ

ととし、データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則として最大濃度に

より評価を行っている。 

（1）環境中への排出量 

本物質は化管法の第一種指定化学物質である。同法に基づき公表された、2023 年度の届出排

出量1)、届出外排出量対象業種・非対象業種・家庭・移動体2),3)から集計した排出量等を表2.1に
示す。なお、届出外排出量非対象業種・家庭・移動体の推計はなされていなかった。 

 
表 2.1 化管法に基づく排出量及び移動量（PRTR データ）の集計結果 （2023 年度）  

 
 

本物質の 2023 年度における環境中への総排出量は約 1.4 t となり、そのうち届出排出量は約

0.33 t で全体の 23％であった。届出排出量のうち約 0.21 t が大気、約 0.12 t が公共用水域、

0.0001 t が土壌へ排出されるとしており、大気への排出量が多い。この他に下水道への移動量

大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物移動 対象業種 非対象業種 家庭 移動体

全排出・移動量 210 118 0.1 0 37 27,248 1,076 - - - 328 1,076 1,404

りん酸トリフェニル

業種等別排出量(割合) 210 118 0.1 0 37 27,248 1,076 0 0 0

720 届出 届出外

(67.0%) 23% 77%

12 118 0 0 11 7,292 277

(5.8%) (100%) (29.9%) (26.8%) (25.7%)

198 0 0.1 0 0 12,322 42

(94.2%) (100%) (45.2%) (3.9%)

13

(1.2%)

11

(1.0%)

0 0 0 0 0 345 2

(1.3%) (0.2%)

2

(0.2%)

2

(0.2%)

2

(0.1%)

0 0 0 0 26 4,360 1

(70.1%) (16.0%) (0.1%)

1

(0.1%)

1

(0.1%)

0 0 0 0 0 19 0.7

(0.07%) (0.07%)

0 0 0 0 0 762 0.3

(2.8%) (0.03%)

0.3

(0.03%)

0 0 0 0 0 1,200 0.1

(4.4%) (0.009%)

0.1

(0.009%)

0 0 0 0 0 550

(2.0%)

0 0 0 0 0 370

(1.4%)

0 0 0 0 0 29

(0.1%)

届出 届出外　　(国による推計) 総排出量　　(kg/年)

排出量　　(kg/年) 移動量　　(kg/年) 排出量　　(kg/年) 届出
排出量

届出外
排出量

合計

自動車整備業

総排出量の構成比(%)

下水道業

繊維工業

プラスチック製品
製造業

輸送用機械器具
製造業

金属製品製造業

電気機械器具製造業

家具・装備品製造業

一般機械器具製造業

その他の製造業

化学工業

精密機械器具製造業

ゴム製品製造業

窯業・土石製品
製造業

非鉄金属製造業

鉄鋼業

鉄道業

出版・印刷・同関連
産業

食料品製造業

石油製品・石炭製品
製造業
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が 0.037 t、廃棄物への移動量が約 27 t であった。届出排出量の主な排出源は、大気への排出が

多い業種はプラスチック製品製造業（94%）であり、公共用水域への排出が多い業種は繊維工業

（100%）であった。 
表 2.1 に示したように PRTR データでは、届出外排出量の推定は媒体別には行われていない

ため、届出外排出量非対象業種の媒体別配分は「令和 5 年度 PRTR 届出外排出量の推計方法等

の詳細」3)をもとに行った。届出排出量と届出外排出量を媒体別に合計したものを表 2.2 に示す。 
 

表 2.2 環境中への推定排出量 

媒 体 推定排出量(kg) 
大 気 

水 域 

土 壌 

441 
963 
0.1 

 
本物質の化管法に基づき公表された排出量及び移動量の推移を表 2.3 に示す1)。 

 
表 2.3 化管法に基づく排出量及び移動量（PRTR データ）の推移 

 

 

（2）媒体別分配割合の予測 

本物質の環境中の媒体別分配割合は、環境中への推定排出量を基に USES3.0 をベースに日本

固有のパラメータを組み込んだ Mackay-Type Level III 多媒体モデル4)を用いて予測した。予測の

対象地域は、2023 年度に環境中への排出量が最大であった京都府（大気への排出量 0.028 t、公

共用水域への排出量 0.13 t）、大気及び土壌への排出量が最大であった広島県（大気への排出量

0.12 t、公共用水域への排出量 0.009 t、土壌への排出量 0.0001 t）、公共用水域への排出量が最大

であった石川県（大気への排出量 0.013 t、公共用水域への排出量 0.14 t）とした。予測結果を表

2.4 に示す。 

 
  

大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物移動 対象業種 非対象業種 家庭 移動体

2023 210 118 0.1 0 37 27,248 1,076 328 1,076 1,404

2022 102 188 0 0 26 39,108 1,445 290 1,445 1,735

2021 31 150 0 0 26 54,861 1,904 181 1,904 2,085

2020 41 179 0 0 23 57,918 1,738 219 1,738 1,957

2019 46 185 0 0 18 201,533 2,041 230 2,041 2,271

2018 57 131 0 0 11 232,330 1,841 188 1,841 2,029

2017 119 121 0 0 9 229,784 847 240 847 1,087

2016 70 78 0 0 8 335,904 2 148 2 150

2015 73 65 0 0 6 734,069 6 138 6 144

2014 122 88 0 0 16 150,844 4 210 4 214

年度

届出 届出外　　(国による推計) 総排出量　　(kg/年)

排出量　　(kg/年) 移動量　　(kg/年) 排出量　　(kg/年) 届出
排出量

届出外
排出量

合計
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表 2.4 媒体別分配割合の予測結果 

媒 体 

分配割合 (%) 
上段：排出量が最大の媒体、下段：予測の対象地域 

環境中 大 気 公共用水域 土 壌 

京都府 広島県 石川県 広島県 

大 気 0.2 2.4 0.2 2.4 

水 域 43.2 13.3 53.1 13.3 

土 壌 6.4 69.3 5.7 69.3 

底 質 50.1 15.0 41.0 15.0 
注：数値は環境中で各媒体別に最終的に分配される割合を質量比として示したもの。 

 

（3）各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。媒体ごとにデータの信頼性が確認さ

れた調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.5.1、表

2.5.2 に示す。 

 
表 2.5.1 各媒体中の存在状況（国による調査結果） 

媒体 
幾何 算術 

最小値 最大値 a) 
検出 

検出率 
調査 測定 

年度 文献 
平均値 a) 平均値 下限値 b) 地域 

           

一般環境大気 µg/m3 0.00014 0.00015 0.000079 0.00021 0.000041 5/5 全国 2007 5) 

           

室内空気 µg/m3          

           

食物 µg/g <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.001 0/50 全国 2004 6) 

           

飲料水 µg/L          

           

地下水 µg/L <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/10 全国 2002 7) 

  <0.01 <0.01 <0.01 0.04 0.01 1/15 全国 2000 8) 

           

土壌 µg/g          

           

公共用水域・淡水 µg/L <0.02 <0.02 <0.02 0.13 0.02 3/39 全国 2024 9) c) 

  <0.02 0.035 <0.02 0.46 0.02 3/19 全国 2022 10) c), d) 

  <0.011 <0.011 <0.011 0.024 0.011 3/15 全国 2017 11) 

  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/30 全国 2002 7) 

  <0.01 <0.01 <0.01 0.06 0.01 14/65 全国 2000 8) 

           

公共用水域・海水 µg/L <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 0.02 0/8 全国 2024 9) c) 

  <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 0.02 0/1 東京都 2022 10) c) 

  <0.011 <0.011 <0.011 <0.011 0.011 0/3 神奈川県、 
大阪府、 
兵庫県 

2017 11) 

  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/10 全国 2002 7) 

  <0.01 <0.01 <0.01 0.06 0.01 0/11 全国 2000 8) 
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媒体 
幾何 算術 

最小値 最大値 a) 
検出 

検出率 
調査 測定 

年度 文献 
平均値 a) 平均値 下限値 b) 地域 

底質(公共用水域・淡水) µg/g <0.004 <0.004 <0.004 0.011 0.004 3/14 全国 2002 7) 

           

底質(公共用水域・海水) µg/g <0.004 <0.004 <0.004 0.017 0.004 5/10 全国 2002 7) 

           

魚類(公共用水域・淡水) µg/g          

           

魚類(公共用水域・海水) µg/g          

           

貝類(公共用水域・淡水) µg/g          

           

貝類(公共用水域・海水) µg/g          

           

注：a) 最大値又は幾何平均値の欄の太太字字で示した数字は、曝露の推定に用いた値を示す。下線を付した数字は、参考

値として曝露の推定に用いた値を示す。 
b) 検出下限値の欄の斜体で示されている値は、定量下限値として報告されている値を示す。 
c) ガスクロマトグラフ質量分析計（GC-MS）を用いた自動同定・定量データベースシステム（AIQS-GC）によ

るスクリーニング分析結果。定量的な曝露量の推定に採用する場合には分析法の精度管理状況を精査してい

る。 
d) 分析法の精度管理状況を曝露評価分科会で精査したところ、令和 2 年度の AIQS-DB 法による要調査項目の

一斉分析マニュアル（案）に準じており、定量的な曝露量の推定に採用できると判断した。 
    

表 2.5.2 各媒体中の存在状況（国以外の調査結果） 

媒 体 幾何 
平均値 

算術 
平均値 最小値 最大値 a) 検出 

下限値 b) 検出率 調査 
地域 

測定 
年度 文献 

           
一般環境大気 µg/m3          
           
室内空気 µg/m3 －c) －c) －c) 0.088 0.0007 40/50 全国 2014 12) 
           
食物 µg/g          
           
飲料水 µg/L          
           
地下水 µg/L          
           
土壌 µg/g          
           
公共用水域・淡水 µg/L <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/11 岡山県 2024 13) 
  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/11 岡山県 2023 14) 

  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/14 岡山県 2022 15) 
  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/11 岡山県 2021 16) 
  0.0027 d) 0.0051 d) <0.00086 0.024 e) 

(0.042 f)) 
0.00086 66/87 全国 2019～

2021 
17) 

  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/12 岡山県 2020 18) 
  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/13 岡山県 2019 19) 
  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/7 愛知県 2018 20) 
  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/7 愛知県 2017 21) 
           

公共用水域・海水 µg/L <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/1 岡山県 2024 13) 
  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/1 岡山県 2023 14) 
  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/1 岡山県 2022 15) 
  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/1 岡山県 2021 16) 
  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/1 岡山県 2020 18) 
  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/1 岡山県 2019 19) 
  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/3 愛知県 2018 20) 
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媒 体 幾何 
平均値 

算術 
平均値 最小値 最大値 a) 検出 

下限値 b) 検出率 調査 
地域 

測定 
年度 文献 

  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/3 愛知県 2017 21) 
           
底質(公共用水域・淡水) µg/g <0.0007 <0.0007 <0.0007 0.0015 0.0007 1/6 岡山県 2024 13) 
  <0.0007 <0.0007 <0.0007 <0.0007 0.0007 0/6 岡山県 2023 14) 
  <0.0007 <0.0007 <0.0007 0.0022 0.0007 1/6 岡山県 2022 15) 
  <0.0007 <0.0007 <0.0007 0.0011 0.0007 2/6 岡山県 2021 16) 
  <0.0007 <0.0007 <0.0007 0.0008 0.0007 1/6 岡山県 2020 18) 
  <0.0007 <0.0007 <0.0007 0.0009 0.0007 1/6 岡山県 2019 19) 
           
底質(公共用水域・海水) µg/g <0.0007 <0.0007 <0.0007 <0.0007 0.0007 0/1 岡山県 2024 13) 
  <0.0007 <0.0007 <0.0007 <0.0007 0.0007 0/1 岡山県 2023 14) 
  <0.0007 <0.0007 <0.0007 <0.0007 0.0007 0/1 岡山県 2022 15) 
  <0.0007 <0.0007 <0.0007 <0.0007 0.0007 0/1 岡山県 2021 16) 
  <0.0007 <0.0007 <0.0007 <0.0007 0.0007 0/1 岡山県 2020 18) 
  <0.0007 <0.0007 <0.0007 <0.0007 0.0007 0/1 岡山県 2019 19) 
           
魚類(公共用水域・淡水) µg/g          
           
魚類(公共用水域・海水) µg/g          
           
貝類(公共用水域・淡水) µg/g          
           
貝類(公共用水域・海水) µg/g          
           
注：a) 最大値の欄の下線を付した数字は、参考値として曝露の推定に用いた値を示す。 
    b) 検出下限値の欄の斜体で示されている値は、定量下限値として報告されている値を示す。 
    c) 公表されていない。 
    d) 最大値に採用しない地点の濃度を除いて算出した平均値。 
    e) 排出源と調査地点の詳細な位置関係が不明な地点や排出源の排水に近いと考えられる調査地点の濃度を除い

た最も大きい値。 
    f) 排出源と調査地点の詳細な位置関係が不明な地点の濃度。 

（4）人に対する曝露量の推定（一日曝露量の予測最大量） 

一般環境大気、地下水、公共用水域・淡水及び食物の実測値を用いて、人に対する曝露の推定

を行った（表 2.6）。化学物質の人による一日曝露量の算出に際しては、人の一日の呼吸量、飲

水量及び食事量をそれぞれ 15 m3、2 L 及び 2,000 g と仮定し、体重を 50 kg と仮定している。 

 
表 2.6 各媒体中の濃度と一日曝露量 

 媒  体 濃  度 一 日 曝 露 量 

平 
 
 
 
 

均 

大気   
一般環境大気 過去のデータではあるが概ね 0.00014 

µg/m3  (2007) 
過去のデータではあるが概ね 0.000042 
µg/kg/day 

室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 
   
水質   
飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 
地下水 過去のデータではあるが 0.01 µg/L 未満

程度 (2000)  
過 去 の デ ー タ で は あ る が 0.0004 
µg/kg/day 未満程度 

公共用水域・淡水 0.02 µg/L 未満程度 (2022)  0.0008 µg/kg/day 未未満満程程度度 
   
食 物 過去のデータではあるが 0.001 µg/g 未満

程度 (2004) 
過去のデータではあるが 0.04 µg/kg/day
未満程度 

   
土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 
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 媒  体 濃  度 一 日 曝 露 量 

最 
 

大 
 

値 

大気   
一般環境大気 過去のデータではあるが概ね 0.00021 

µg/m3  (2007) 
過去のデータではあるが概ね 0.000063 
µg/kg/day 

室内空気 限られた地域で 0.088 µg/m3程度 (2014) 限られた地域で 0.026 µg/kg/day 程度 
   
水質   
飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 
地下水 過去のデータではあるが 0.04 µg/L 程度 

(2000) 
過 去 の デ ー タ で は あ る が 0.0016 
µg/kg/day 程度 

公共用水域・淡水 0.46 µg/L 程度 (2022) 0.018 µg/kg/day 程程度度 
   
食 物 過去のデータではあるが 0.001 µg/g 未満

程度 (2004) 
過去のデータではあるが 0.04 µg/kg/day
未満程度 

   
土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 
   

注：太太字字の数値は、リスク評価に用いた曝露濃度（曝露量）を示す。 

 
吸入曝露については、表 2.6 に示すとおり、一般環境大気の実測データが得られていないた

め、平均曝露濃度、予測最大曝露濃度ともに設定できなかった。なお、過去のデータではある

が、一般環境大気の実測データが得られており、最大値の参考値は概ね 0.00021 µg/m3となった。

室内空気については、限られた地域を対象とした調査において、最大 0.088 µg/m3程度となった。 
一方、化管法に基づく 2023 年度の大気への届出排出量をもとに、プルーム・パフモデル 22) 

を用いて推定した大気中濃度の年平均値は、最大で 0.061 μg/m3となった。 

 
表 2.7 人の一日曝露量 

媒 体 平均曝露量（μg/kg/day） 予測最大曝露量（μg/kg/day） 

 大 気 一般環境大気   

   参考値 a) (0.000042) (0.000063) 

  室内空気   

   参考値 b)  (0.026) 

  飲料水   

 水 質 地下水   

   参考値 a) (<0.0004) (0.0016) 

  公共用水域・淡水 <0.0008 0.018 
 食 物    
   参考値 a) (<0.04) (<0.04) 

 土 壌    
注：1) 太太字字の数値は、リスク評価のために採用した曝露量を示す。 

2) 不等号（<）を付した値は、曝露量の算出に用いた測定濃度が「検出下限値未満」とされたものであること

を示す。 
3) （ ）内の値は、調査媒体の観点から参考値としたものを示す。 

a) 過去（10 年以上前）の調査結果に基づく曝露量。 
b) 限られた地域を調査対象とした調査結果に基づく曝露量。 

 
経口曝露量については、表 2.7 に示すとおり、飲料水、地下水、食物及び土壌の実測データが

得られていない。そこで公共用水域・淡水からのみ摂取すると仮定した場合には平均曝露量は

0.0008 μg/kg/day 未満程度、予測最大曝露量は 0.018 μg/kg/day 程度となった。なお、淡水のみ摂

取すると仮定した場合の曝露量は、AIQS-GC によるスクリーニング分析結果から設定したもの
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である。分析法の精度管理状況を精査した結果、定量的な曝露量の推定に採用できると判断し

た。 
また、公共用水域・淡水の実測データと過去のデータではあるが食物の実測データから求め

た曝露量は、それぞれ 0.018 µg/kg/day 程度、0.04 µg/kg/day 未満程度であり、これらを加えた曝

露量の参考値は最大で 0.058 µg/kg/day 未満程度となった。 
化管法に基づく 2023 年度の公共用水域・淡水への届出排出量をもとに希釈のみを考慮した

河川中濃度の最大値は、排出先河川の流量測定結果24)から 2023 年度の平水流量に相当する流量

より求めた 5.6 μg/L となった。また、化管法に基づく排出量は年度により変動しているため、

直近 3 年間の排出量から河川中濃度を求めた。その結果、河川中濃度の最大値は 2022 年度の公

共用水域・淡水への届出排出量を同年度の排出先河川の流量測定結果24)から平水流量に相当す

る流量で除して求めた 26 μg/L となった。化管法に基づく排出量を用いて推定した河川中濃度

は、安全側に立った評価を行う観点から 26 μg/L とし、この河川中濃度を用いて経口曝露量を算

出すると 1.0 μg/kg/day となった。 

 

（5）水生生物に対する曝露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対する曝露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.8 のように整理した。

水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を設定すると、公共用水域の淡水域

では 0.46 μg/L 程度、海水域では概ね 0.011 μg/L 未満となった。なお、淡水域の 0.46 μg/L 程度

は、AIQS-GC によるスクリーニング分析結果から設定したものである。 
化管法に基づく 2023 年度の公共用水域・淡水への届出排出量をもとに希釈のみを考慮した

河川中濃度の最大値は、排出先河川の流量測定結果24)から 2023 年度の平水流量に相当する流量

より求めた 5.6 μg/L となった。また、化管法に基づく排出量は年度により変動しているため、

直近 3 年間の排出量を用いて河川中濃度を求めた。その結果、河川中濃度の最大値は 2022 年度

の公共用水域・淡水への届出排出量を同年度の排出先河川の流量測定結果24)から平水流量に相

当する流量で除して求めた 26 μg/L となった。化管法に基づく排出量を用いて推定した河川中

濃度は、安全側に立った評価を行う観点から 26 μg/L とする。 

 
表 2.8 公共用水域濃度 

水 域 平   均 最 大 値 

淡 水 0.02 μg/L 未満程度 (2022) 0.46 μg/L 程度 (2022) 

海 水 概ね 0.011 μg/L 未満 (2017) 概ね 0.011 μg/L 未満 (2017) 

注：1) 環境中濃度での（ ）内の数値は測定年度を示す。 
2) 公共用水域・淡水は河川河口域を含む。 
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３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響についてのリスク評価を行った。 

（1）体内動態、代謝 

マウスに単回経口投与した際の血中のコリンエステラーゼ（ChE）の変化から、本物質の一部

が吸収されることが示唆された。また、モルモットに単回経口投与した 1 ヶ月後に胃腸管で未

吸収の本物質がみられたことから、吸収は緩慢であると考えられた 1) 。さらに、マウスの雄に

12 週間経口投与した結果、本物質とその代謝物であるジフェニルリン酸（DPP）が胃と腸、心

臓、肝臓、腎臓で高い濃度で検出され、全臓器における DPP の総濃度は、本物質の 3.55 倍だっ

た。8 週間の回復期間の後では、本物質の臓器からの除去率は 38％に達したのに対し、DPP を

投与した場合の除去率は 3～5％に留まり、DPP は分解・除去速度が本物質より遅いことが示唆

されている 2) 。 
ラットの雌の妊娠 9 日から 18 日まで本物質を含む難燃剤を経口投与した試験の結果、胎盤組

織において用量依存的に蓄積が認められた 3) 。また、ラットの交配後から授乳期にかけて経口

投与した試験では、妊娠期及び授乳による胎仔及び産仔への移行、及び血液脳関門の通過が認

められた 4) 。一方で、ラットを用いた別の試験では、胎仔及び産仔から検出されず、母動物か

らも検出されなかったが、母動物の尿で代謝物の DPP が検出されたことから、本物質が速やか

に代謝されたと考えられた 5) 。ヒトでは、日本、フィリピン、ベトナムで母乳の 86％6) 、スウ

ェーデンで母乳 7) 、中国で母乳 8) や臍帯血 9) から検出されている。 
ラットの肝ミクロソーム 10) 、ヒト肝臓調製物を用いた in vitro 試験 11) 、及びマウスの雄に経

口投与した in vivo 試験 2) では、主要な代謝物は DPP であり、DPP の他に、エポキシド及びヒド

ロキシ化、o-脱アルキル化経由で形成された代謝物や、その抱合体が確認された。また、ラット

の肝ミクロソームを用いた試験では、本物質の代謝にアリールエステラーゼ及び混合機能オキ

シダーゼ（主としてシトクロム P-450）が関与していると考えられ 12)、ヒト肝ミクロソームを用

いた試験では、主に CYP1A2 及び CYP2E1 が関与していると報告されている 13)。本物質と DPP
は、その他の複数の研究においてもヒトの尿から検出されており 14, 15) 、26 人の女性のボランテ

ィアを対象に本物質を含むマニキュアを塗った試験で、全員の尿中で DPP が検出され、マニキ

ュア塗布の 10~14 時間後に曝露前の 6.59 倍に増加した 16) 。カナダの複数人のボランティアの

尿からは DPP に加えて本物質の p-及び m-OH-グルクロン酸抱合体が検出された 17) 。 

 

（2）一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 

表 3.1 急性毒性 18) 

動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 3,500 mg/kg 
マウス 経口 LD50 1,320 mg/kg 
ウサギ 経口 LDLo 3,000 mg/kg 
ネコ 経口 LDLo 2,000 mg/kg 

モルモット 経皮 LD50 > 4,000 mg/kg 
ウサギ 経皮 LD50 > 7,900 mg/kg 
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ヒトでの急性症状について情報は得られなかったが、経口投与のラット及びネコで振戦、

正向反射の変化、睡眠時間の変化などが報告されている 18)。 

 

② 中・長期毒性 

ア）Sprague-Dawley ラット雄 5 匹を 1 群とし、0、55、110、220、441、881 mg/kg/day で 4 日

間強制経口投与し、5 日目に安楽死させた結果、881 mg/kg/day 群で投与後の体重が対照群

より有意に低かった。肝臓では 220 mg/kg/day 以上の群で絶対重量、441 mg/kg/day 以上の

群で相対重量の増加が認められた。55 mg/kg/day 以上の群で ChE 活性の用量依存的な低下

（36～70％の低下）、220 mg/kg/day 以上の群で血清の遊離チロキシン濃度の用量依存的な

減少が認められた。また、110 mg/kg/day 以上の群で血清の HDL コレステロールの増加、

220 mg/kg/day 以上の群でアルブミン/グロブリン比の減少及び総コレステロールの増加、

881 mg/kg/day 群でアルブミンの減少及び LDL コレステロールの増加が認められた 19) 。 
この結果から、LOAEL を 55 mg/kg/day とする。 

 
イ）Holtzman ラット雄 5 匹を１群とし、本物質を 0、0.5、5％の濃度で餌に添加して 35 日間

投与した。5％群については食事を拒否して体重減少が見られたため、3 日後に投与量を

0.1％に変更した。その結果、0.5％群で軽度の体重増加の抑制がみられたが、未処理の飼料

に戻すと回復した（有意差は不明）。また、肝臓相対重量の有意な増加を認めた。血液検査

や主要臓器の外観に異常はみられなかった 1)。 
なお、摂餌量から求めた本物質の摂取量は、0％、0.1％、0.5％群でそれぞれ約 0、70、
350 mg/kg/day 相当であった 20）。 
この結果から、NOAEL を 70 mg/kg/day 程度とする。 

 
ウ）Wistar ラット雌雄各 5 匹を 1 群とし、0、250、1,000、4,000 ppm の濃度で餌に添加して 28

日間投与した、げっ歯類における 28 日間反復経口投与試験（OECD テストガイドライン

407 準拠）の結果、1,000 ppm 以上の群の雄で体重増加の抑制、4,000 ppm 群の雌雄で摂餌量

の増加がみられた。4,000 ppm 群の雌雄で肝臓の絶対重量及び相対重量の有意な増加が認め

られ、4,000 ppm 群の雄で肝臓の肥大が高頻度でみられた。病理組織学的検査では、1,000 ppm 
以上の群の雄及び 4,000 ppm 群の雌の門脈周囲肝細胞に軽度から中程度の肥大、門脈周囲

と一部中間帯域の肝細胞に好酸性変化がみられ、細胞質は均質な微細顆粒状となっていた。

1,000 ppm 以上の群の雄でアスパラギン酸トランスフェラーゼ（AST）活性の低下、4,000 ppm
群の雄で血漿中のコレステロール値の上昇が認められた。 
なお、摂餌量から求めた本物質の摂取量は、雄で 0、23、104、508 mg/kg/day、雌で 0、39、
161、701 mg/kg/day であった 21) 。 
この結果から、NOAEL を雄で 250 ppm（23 mg/kg/day）、雌で 1,000 ppm（161 mg/kg/day）
とする。 

 
エ）Wistar ラット雌雄各 10 匹を 1 群とし、0、300、1,500、7,500 ppm の濃度で餌に添加して
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90 日間投与した、げっ歯類における 90 日間反復経口投与試験（OECD テストガイドライ

ン 408、EU Method B.26、EPA OPPTS 870.3100 準拠）の結果、7,500 ppm 群の雌雄で体重増

加の抑制及び摂餌量の増加がみられた。7,500 ppm 群の雄で血中の総タンパク質とカルシウ

ムが増加し、1,500 ppm 以上の群の雄、7,500 ppm 群の雌でコレステロールが増加した。

1,500 ppm 以上の群の雄及び 7,500 ppm 群の雌で小葉中心性肝細胞肥大がみられ、この所見

のみられた 7,500 ppm 群の雌雄では、肝臓の肥大と重量の増加及び赤褐色変色が認められ

た。1,500 ppm 以上の群の雄では甲状腺濾胞細胞肥大がみられ、著者らは肝細胞肥大に伴う

二次的なものと考えた。7,500 ppm 群の雄では、甲状腺の肥大と重量の増加が認められた。 
なお、摂餌量から求めた本物質の摂取量は、雄で 0、20、105、583 mg/kg/day、雌で 0、22、
117、632 mg/kg/day であった 22) 。1,500 ppm（105 mg/kg/day）以上の群の雄及び 7,500 ppm
（632 mg/kg/day）群の雌でみられた小葉中心性肝細胞肥大について、著者らは、肝臓の退

行性変化がみられなかったことから有害なものではないと判断しているが、雄で甲状腺濾

胞細胞の肥大が同用量以上でみられており、中・長期毒性ウ）の 1,000 ppm（104 mg/kg/day）
以上の群の雄及び 4,000 ppm（701 mg/kg/day）群の雌の知見でも肝細胞の肥大に付随して好

酸性変化や細胞質の微細顆粒状化がみられていることから、本評価では、本物質の毒性に

よる影響と判断した。 
この結果から、NOAEL を雄で 300 ppm（20 mg/kg/day）、雌で 1,500 ppm（117 mg/kg/day）
とする。 

 
オ）Sprague-Dawley ラット雄 10 匹を 1 群とし、本物質（純度 98％）を 0、0.25、0.50、0.75、

1.0％の濃度で餌に添加して 4 ヶ月間投与した。本物質の神経影響を確認するため、投与開

始した月の月末から 1 ヶ月毎に、オープンフィールドテスト（方向感覚）とロータロッド

テスト（運動協調性と平衡感覚）、前肢の握力試験、3、4 ヶ月目には追加で負の重力反応を

評価する試験が実施された。その結果、すべての群で神経・筋機能や一般状態に影響はな

かったが、0.50％群及び 1.0％群で体重増加の有意な抑制を認めた。 
なお、摂餌量から求めた本物質の摂取量は、約 0、161、345、517、711 mg/kg/day であった 23) 。 
この結果から、NOAEL を 517 mg/kg/day 程度とする。 

 
カ）Sprague-Dawley ラット雌雄各 10 匹を 1 群とし、本物質（純度 98％）を 0、0.25、0.50、

0.75、1.0％の濃度で餌に添加して 120 日間投与した試験の結果、雄では最初の 2 ヶ月間に

用量に依存した体重増加の抑制がみられ、1.0％群で第 0～第 4 週の間の体重増加は有意に

低かった。また、雄の 0.25％以上の群で血清 β-グロブリンの増加、雌の 0.25％以上の群で

α-グロブリンの有意な増加が認められたが、脾臓及び胸腺の重量、脾臓、胸腺及び腸間膜リ

ンパ節の組織、免疫反応に影響はなかった 24) 。 
なお、摂餌量から求めた本物質の摂取量は、約 0、161、345、517、711 mg/kg/day であった 25) 。

この結果から、NOAEL を 161 mg/kg/day 程度とする。 

 

③ 生殖・発生毒性 

ア）Sprague-Dawley ラット雌雄各 40 匹を１群とし、本物質（純度 98％）を 0、0.25、0.50、
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0.75、1.0％の濃度で餌に添加して 91 日間投与し、その後、交尾を経て妊娠 20 日まで投与

したラットにおける出生前発生毒性試験の結果、1.0％群の雌ラットで妊娠 0 日の体重が有

意に低く、妊娠子宮を除いた正味の体重増加の解析では 0.50％以上の群で減少傾向にあっ

たが有意差はなかった。また、すべての群で黄体数、着床率、生存胎仔数、死亡胎仔数、奇

形や変異の発生率等に影響はなかった。胎仔において、複数の投与群で中程度の水尿管症

及び腎近位部の尿管拡張の発生率上昇がみられたが、用量依存性がないため、投与に関連

した変化ではないと考えられた。 
なお、摂餌量から求めた本物質の摂取量は、妊娠期の雌で 0、166、341、516、690 mg/kg/day 
であった 26) 。 
この結果から、一般毒性の NOAEL を雌雄の親で 0.75％（516 mg/kg/day）とし、生殖発生毒

性の NOAEL を母ラット及び胎仔で 1.0％（690 mg/kg/day）以上とする。 

 
イ）New Zealand White ウサギ雌 22 匹を 1 群とし、0、32、80、200 mg/kg/day を妊娠 6 日から

28 日まで強制経口投与した、ウサギにおける出生前発生毒性試験（OECD テストガイドラ

イン 414、EU Method B.31、EPA OPPTS 870.3700 準拠）の結果、母ウサギに臨床症状や死亡

例は観察されず、体重、摂餌量、臓器重量や組織学的変化も認められなかった。また、胎仔

の数、体重、性比、外形、内臓及び骨格の奇形や発育異常も認められなかった。200 mg/kg/day
群において胎仔の付属肺葉の欠損の発生率の増加がみられたが、同じ実験室の過去の対照

群のデータでも、同等の発生率の試験が 2 件あったことから、毒性学的な意義がないもの

と判断された 27) 。 
この結果から、一般毒性の NOAEL を母ウサギで 200 mg/kg/day 以上とし、生殖発生毒性の

NOAEL を胎仔で 200 mg/kg/day 以上とする。 

 
ウ）Sprague-Dawley ラット雌 15 又は 22 匹を 1 群とし、本物質を 0、1,000、3,000、10,000、

15,000、30,000 ppm の濃度で餌に添加して妊娠 6 日から分娩を経て哺育 28 日まで投与し、

産仔には断乳後に同用量の餌を出生後 56 日まで投与した結果、30,000 ppm 群は、母ラット

において重篤な臨床症状や体重増加の停止がみられたため除外した。母ラットについて、

10,000 ppm 以上の群で体重増加の抑制、3,000 ppm 以上の群で肝臓の相対重量の増加、

10,000 ppm 以上の群で胸腺の相対重量の減少が認められた。全血中のアセチルコリンエス

テラーゼ（AChE）について、母ラットでは 3,000 ppm 以上の群で活性の有意な低下が認め

られた。予備的な内部曝露量評価では、本物質の妊娠期及び授乳による胎仔及び産仔への

移行が認められた。 
産仔について、15,000 ppm 群の雌雄で生存率の有意な低下、10,000 ppm 以上の群の雌雄で

体重増加の有意な抑制（対照群と比較して平均体重が約 10～70％軽かった）が認められた。

産仔についてのみ脳の ChE 活性も調査されており、10,000 ppm 以上の群の雌で AChE 活性

の有意な低下が認められたが、全血中の AChE には有意な変化はみられなかった。性成熟

については、産仔の 1,000 ppm 以上の群の雄で包皮分離日、3,000 ppm 群の雌で膣開口日に

有意な遅延が認められ、15,000 ppm 群の雌の全頭及び 10,000 ppm 群の雌のほとんどは膣開

口がみられなかった。ただし、離乳時の体重で調整した場合、このうち雄の 1,000 ppm 群及

び 3,000 ppm 群では影響がみられなくなった（有意差の有無は不明）4) 。 
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なお、摂餌量から求めた本物質の摂取量は 0、50、150、500、750、1,500 mg/kg/day であっ

た。包皮分離日や膣開口日の遅延がみられた 10,000 ppm 以上の群では、離乳以降の体重が

対照群と比べて著しく軽く、本評価では、成長の遅延が性成熟の遅延に影響した可能性が

高いと判断した。 
この結果から、一般毒性の NOAEL を母ラットで 50 mg/kg/day とし、生殖発生毒性の NOAEL
を産仔で 50 mg/kg/day とする。 

 
エ）C57BL/6 マウス雌に 0、2、10、50 mg/kg/day を離乳直後（生後 21 日）から最長 40 日間

（生後 61 日まで）強制経口投与し、膣開口日、卵巣機能等を調べた。その結果、40 日間投

与したマウス（各群 6 匹）では、2 mg/kg/day 以上の群の体重は全期間にわたり対照群と同

程度であった。生後 21 日から生後 35 日まで投与したマウス（各群 15 匹）について投与期

間中、膣開口を観察したところ、2 mg/kg/day 以上の群で用量に依存した膣開口日の遅延が

みられ、50 mg/kg/day 群で有意であった。また、40 日間の投与後に卵巣と性ホルモン分泌

を調べた結果、卵巣重量に影響はなかったが、卵胞総数は 2 mg/kg/day 以上の群でそれぞれ

16％、38％、47％と用量依存的に減少した。発育段階別にみると、前胞状卵胞数は 2 mg/kg/day
以上の群、原始卵胞数、小胞状卵胞数及び大胞状卵胞数は 10 mg/kg/day 以上の群で有意に

減少した。血清中の性ホルモン濃度については、10 mg/kg/day 以上の群で 17β-エストラジ

オールの有意な減少（対照群と比較して約 80％）が認められたが、テストステロン、プロ

ゲステロンについては有意な変化はなかった。また、血清中の卵胞刺激ホルモン（FSH）、

黄体形成ホルモン（LH）については、50 mg/kg/day 群で FSH 濃度の有意な増加（対照群の

2.5 倍）が認められたが、LH 濃度の変化はみられなかった。卵巣のエストロゲン合成遺伝

子（CYP19a1、P450scc、StAR、17β-HSD）の発現量に有意な変化は認められなかったものの、

2 mg/kg/day 以上の群で P450scc は増加傾向、17β-HSD は減少傾向にあった。生後 21 日から

7 日間強制経口投与したマウス（各群 6 匹）では、10 mg/kg/day 以上の群で FSH、50 mg/kg/day
の群で LH の有意な上昇が認められた 28) 。上記の結果から、2 mg/kg/day 以上の群で卵巣へ

の影響がうかがえた。 
なお、上記実験のサポート研究として実施されたエストロゲン応答性レポーターマウス（E-
Rep Tg、卵巣摘出）を用いた実験では、E-Rep Tg マウスに 17β-エストラジオールを皮下投

与しつつ、本物質 2～50 mg/kg/day を 7 日間強制経口投与した結果、子宮と下垂体でエスト

ロゲン拮抗作用（エストロゲン受容体シグナルの抑制）が確認されている 28) 。 
この結果から、一般毒性の NOAEL を母マウスで 50 mg/kg/day 以上とし、生殖発生毒性の

LOAEL を母マウスで 2 mg/kg/day とする。 

 

④ ヒトへの影響 

ア）本物質の取り扱い工程で 2～10 年（平均 7.4 年）の間、本物質の蒸気を含むミストや粉

塵 3.5 mg/m3（時間加重平均）に曝露された労働者 32 人の調査で、皮膚炎や目・呼吸器系の

刺激、消化器系疾患、神経系疾患などの有害な影響を認めなかった。また、このうち日常的

に本物質製造装置を取り扱う 6 人で赤血球 ChE 活性のわずかだが有意な低下がみられ、本

物質の吸収を示す証拠と思われたが、血漿 ChE 活性には影響がなかった 1)。この結果から、
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NOAEL を 3.5 mg/m3以上（曝露状況で補正：0.7 mg/m3）とする。 

 
イ）本物質やリン酸トリクレジル（TCP）を含むリン酸トリアリール類の製造に平均 8.9 年従

事した労働者 34 人の調査で、慢性的な健康影響はなかったが、耳鼻咽喉、呼吸器、皮膚、

消化器及び神経筋の自覚症状に増加傾向がみられ、曝露の程度と正の相関関係にあった。

また、血漿 ChE 活性は 16 人の労働者で通常の 70％以下であったが、曝露の程度、期間、

消化器及び神経筋の症状との間に相関関係はなく、赤血球 ChE 活性の低下もなかった。本

物質の濃度について報告はないが、これらの影響は本物質以外によるものと考えられてい

る 29)。有機リン酸エステル混合物（本物質 30％、本物質のプロピレン置換体 70％）に曝露

された労働者 39 人の調査では、血清 IgM 及び赤血球 ChE 活性は有意に低かったが、血漿

ChE 活性やその他のパラメータに有意な影響はなかった 30)。 

 
ウ）本物質及び TCP の製造に従事する労働者で多発性神経炎の発生がみられたが、その原因

は TCP の o-体であり、本物質による可能性はないと考えられた 1, 31)。 

 
エ）本物質に関しては、パッチテストに関する研究が多く報告されている。デンマークで

23,192 人を対象とした本物質及び TCP を含む酢酸セルロースフィルムのパッチテストで

は、15 人（0.065％）が陽性反応を示し、このうち 2 人については本物質がアレルゲンであ

ると分かったが、TCP による交差感作と考えられた 32) 。過去に本物質を含む眼鏡フレーム

の使用で鼻に湿疹ができ、TCP を含むポリ塩化ビニル製のフィルムにパッチテストで反応

を示した 51 歳女性に対し、両物質でパッチテストの再検査が行われた結果、本物質及び

TCP に対し陽性反応が観察された。また、湿疹のある 16 人を検査したところ、TCP に対し

て 1 例の陽性反応と、本物質に対して 1 例の疑わしい反応が認められた 33)。また、眼鏡フ

レームの使用で鼻、こめかみに湿疹のできた 67 才の女性患者では、本物質（純度 98％以

上）、TCP の m-体、p-体の 0.05、0.5、5％溶液でパッチテストを実施した結果、本物質では

0.05％以上、TCP の m-体では 0.5％以上の濃度で陽性反応であったが、p-体では 5％でも陰

性であった。合成した TCP 5％溶液でも陽性反応であったが、本溶液の分析の結果、種々の

リン酸トリアリール類が含まれており、本物質の濃度も患者の閾値を上回る 0.08％であっ

た 34) 。6 ヶ月にわたって両手の手掌に発生した亀裂のある乾癬状の皮膚炎に悩まされた 29
才の男性のパッチテストでは、5％の本物質溶液で陽性であったが、TCP を含む他のリン酸

トリアリール類ではすべて陰性であった 35)。ヘルシンキ大学皮膚科病院で 343 人の患者に

本物質のパッチテストを行った結果は全て陰性だった 36)。プラスチックや接着剤を扱って

いる 358 人の患者を対象として 1991～1996 年に行われた同様の試験では、本物質にアレル

ギー反応を示した患者は 1 人、刺激反応を示した患者は 3 人であった 37) 。別の研究でも、

接触感作性の兆候はほとんどないと結論づけられている 38)。 
結論として、複数の海外の評価書において、臨床所見はごくわずかであり、本物質が皮膚

の感作を引き起こすことを示す証拠は十分ではないと評価されている 39, 40) 。 

 

（3）発がん性 
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① 主要な機関による発がんの可能性の分類 

国際的に主要な機関での評価に基づく本物質の発がんの可能性の分類については、表 3.2
に示すとおりである。 

 
表 3.2 主要な機関による発がんの可能性の分類 

機 関 (年) 分  類 
WHO IARC －  
EU EU －  
 EPA － 
USA ACGIH (2001) A4 ヒトに対する発がん性物質として分類できない 
 NTP － 
日本 日本産業衛生学会 －  
ドイツ DFG －  

 

② 遺伝子傷害性に関する知見 

ア）in vitro 試験系では、代謝活性化系（S9）添加の有無にかかわらずネズミチフス菌 41, 42)、

大腸菌 43)、酵母 41) 、マウスリンパ腫細胞（L5178Y）41)で遺伝子突然変異を誘発しなかっ

た。S9 添加 の有無にかかわらずチャイニーズハムスター肺細胞（V79）で染色体異常を誘

発しなかった 44) 。S9 無添加のシリアンハムスター胚細胞（SHE）で不定期 DNA 合成を誘

発しなかった 45) 。 

 
イ）in vivo 試験系の知見は得られなかった。 

 

③ 実験動物に関する発がん性の知見 

ア）A/St マウス雄 20 匹を 1 群とし、20、40、80 mg/kg をそれぞれ 18、3、1 回（20、40 mg/kg
は 3 回/週）腹腔内投与して肺腫瘍の発生を調べた結果、初回の投与から 24 週間後までに

20 mg/kg 群で 2 匹、40 mg/kg 群で 17 匹、80 mg/kg 群で 8 匹が死亡し、80 mg/kg 群で肺腺腫

がみられたが、対照群と比較して肺腺腫の発生率の有意な増加はみられなかった 46) 。なお、

本物質の経口投与及び吸入曝露による発がん性試験に関して、知見は得られなかった。 

 

④ ヒトに関する発がん性の知見 

人に関する発がん性の知見はなかった。 

 

（4）健康リスクの評価 

① 評価に用いる指標の設定 

非発がん影響については一般毒性及び生殖・発生毒性等に関する知見が得られているが、

発がん性については十分な知見が得られず、ヒトに対する発がん性の有無については判断で

きない。このため、閾値の存在を前提とする有害性について、非発がん影響に関する知見に
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基づき無毒性量等を設定することとする。 
経口曝露については、生殖・発生毒性エ）に示したマウスの知見から得られた LOAEL 

2 mg/kg/day（前胞状卵胞数の減少）を LOAEL であることから 10 で除した 0.2 mg/kg/day が信

頼性のある最も低用量の知見であると判断し、これを無毒性量等に設定する。 
吸入曝露については、ヒトへの影響ア）に示した疫学調査から得られた NOAEL 3.5 mg/m3

（健康影響がみられない濃度）を曝露状況で補正した 0.7 mg/m3が信頼性のある最も低濃度の

知見であると判断し、これを無毒性量等に設定する。 

 

② 健康リスクの初期評価結果 

ア）経口曝露 

【予測最大曝露量に基づく Margin of Exposure（MOE）等による健康リスクの判定】 
経口曝露については、公共用水域・淡水を摂取すると仮定した場合、平均曝露量は

0.0008 µg/kg/day 未満程度、予測最大曝露量は 0.018 µg/kg/day 程度であった。無毒性量等

0.2 mg/kg/day と予測最大曝露量から、動物実験結果より設定された知見であるために 10 で除

して求めた MOE は 1,100 となる。なお、淡水を摂取すると仮定した場合の平均曝露量と予測

最大曝露量は、AIQS-GC によるスクリーニング分析結果から設定されたものである。 
このため、健康リスクの判定としては、現時点では作業は必要ないと考えられる。 
 

表 3.3 経口曝露による健康リスク（MOE の算定） 

曝露経路・媒体 平均曝露量 予測最大曝露量 無毒性量等 MOE 

経口 
飲料水 － － 

0.2 mg/kg/day マウス 
－ 

公共用水

域・淡水 0.0008 µg/kg/day 未満程度 0.018 µg/kg/day 程度 1,100 

 
【総合的な判定】 

公共用水域・淡水の実測データ 0.018 μg/kg/day 程度と過去のデータではあるが食物の実測

データ 0.04 µg/kg/day 未満程度から求めた曝露量の参考値は最大で 0.058 µg/kg/day 未満程度

であった。参考としてこれと無毒性量等 0.2 mg/kg/day から、動物実験結果より設定された知

見であるために 10 で除して求めた MOE は 340 超となる。 
化管法に基づく下水道への移動量は年度により変動しているため、安全側に立った評価を

行う観点から、直近 3 年間の排出量から河川中濃度を求めたところ、2022 年度の値が最大と

なった。そこから経口曝露量を算出すると 1.0 μg/kg/day であった。参考としてこれと無毒性

量等 0.2 mg/kg/day から、動物実験結果より設定された知見であるために 10 で除して求めた

MOE は 20 となる。 
したがって、総合的な判定としては、本物質の経口曝露については、健康リスクの評価に

詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］
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向けて経口曝露の情報収集等を行う必要性があると考えられる。まずは下水道への移動を踏

まえた公共用水域・淡水中の濃度データを充実させることが必要と考えられる。 

 

イ）吸入曝露 

【予測最大曝露濃度に基づく Margin of Exposure（MOE）等による健康リスクの判定】 
吸入曝露については、一般環境大気及び室内空気の曝露濃度が把握されていないため、健

康リスクの判定はできなかった。 

 
表 3.4 吸入曝露による健康リスク（MOE の算定） 

曝露経路・媒体 平均曝露濃度 予測最大曝露濃度 無毒性量等 MOE 

吸入 
環境大気 － － 

0.7 mg/m3 ヒト 
－ 

室内空気 － － － 

 
【総合的な判定】 

過去の一般環境大気中の実測データ（2007 年）から求めた曝露濃度の最大値は概ね

0.00021 µg/m3 であったが、参考としてこれと無毒性量等 0.7 mg/m3 から求めた MOE は

3,300,000 となる。限られた地域の室内空気の実測データ（2014 年）から求めた曝露濃度の最

大値は 0.088 µg/m3程度であったが、参考としてこれと無毒性量等 0.7 mg/m3 から求めた MOE
は 8,000 となる。 

また、化管法に基づく 2023 年度の大気への届出排出量をもとに推定した高排出事業所近傍

の大気中濃度（年平均値）の最大値は 0.061 µg/m3であったが、参考としてこれと無毒性量等

0.7 mg/m3から求めた MOE は 11,000 となる。 
したがって、総合的な判定としては、本物質の一般環境大気からの吸入曝露については、

健康リスクの評価に向けて吸入曝露の情報収集等を行う必要性は低いと考えられる。 

 

（5）前回と今回の評価の概要 

前回（第 4 次取りまとめ）及び今回（第 24 次取りまとめ）の健康リスク評価では、経口曝

露及び吸入曝露の健康リスク評価を行った。 

 

ア）経口曝露 

経口曝露の健康リスク評価における無毒性量等は、前回は、ラットの試験に基づき

16 mg/kg/day（体重増加の抑制）と設定したのに対し、今回は、最新の知見を反映し、マウス

の試験に基づき 0.2 mg/kg/day（前胞状卵胞数の減少）と設定した。 
予測最大曝露濃度について、今回の評価時の値（公共用水域・淡水）を前回の値（地下水・

食物）と比較すると 0.82 倍～11 倍程度の値となった。MOE としては今回と前回でそれぞれ

詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］
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1,100、73,000 超 1,000,000 以下となった。 
今回の評価において、公共用水域・淡水の実測データ及び過去の食物の実測データをもと

に算出した MOE は 340 超、近年で最も排出量の多い年の届出排出量をもとに推定した曝露

量から算出した MOE は 20 となった。 
そのため、総合的な判定は、「情報収集等を行う必要性があると考えられる」とされた。 
 

表 3.5 前回と今回の評価の概要（経口曝露） 

 
 前回の評価 

(第 4 次取りまとめ) 
今回の評価 1) 

(第 24 次取りまとめ) 

無毒性量等 

生物種 ラット マウス 

エンドポイント 体重増加の抑制 前胞状卵胞数の減少 

無毒性量等(mg/kg/day) 16 0.2 

予測最大曝露量 

(µg/kg/day) 

公共用水域・淡水 － 0.018 

地下水・食物 
0.0016 以上～ 

0.022 未満 
－ 

MOE 

公共用水域・淡水 － 1,100 

地下水・食物 
73,000 超～ 

1,000,000 以下 
－ 

MOE による判定 判定表記 3) 〇(地下水・食物) 〇(公共用水域・淡水) 

参考値 

公共用水域・淡水の実測デ

ータと、過去の食物の実測

データから求めた参考値

(µg/kg/day) 

 <0.058 

上記参考値から求めたMOE  >340 
化管法に基づく近年で最も

排出量が多い年度の公共用

水域・淡水への届出排出量

からの推定値(µg/kg/day) 

 1.0 

上記推定値から求めたMOE  20 

総合的な判定 2) 判定表記 3) ○ ▲ 

注： 

1) 表中の網掛けは、前回評価結果からの変更箇所を示す 

2) 前回の評価では「判定」という項目名で表記されている 

3) ○：現時点では作業は必要ないと考えられる、 ▲：情報収集に努める必要があると考えられる、 

■：詳細な評価を行う候補と考えられる、 ×：現時点ではリスクの判定はできない 

4) 表中において、―はデータ等がないことを示す 

5) 表中において、斜め線は実施していないことを示す 
 
 

イ）吸入曝露 

吸入曝露の健康リスク評価における無毒性量等は、前回、今回ともに、ヒトの疫学調査に
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基づき 0.7 mg/m3（健康影響がみられない用量）と設定した。 
一般環境大気及び室内空気の予測最大曝露濃度は、前回、今回ともに把握されていない。 

局所地域データ及び過去の一般大気中の実測データに基づく大気中濃度について、今回の

評価時の値を前回の値と比較すると、一般環境大気では 1/17 程度、室内空気では 4 倍程度と

なった。MOE としては今回と前回でそれぞれ、一般環境大気では 3,300,000、200,000、室内

空気では 8,000、47,000 となり、前回の評価時の MOE と比較して、一般環境大気では 17 倍程

度、室内空気では 1/6 程度の値となった。今回の評価において、化管法に基づく届出排出量を

もとに推定した大気中濃度から算出した MOE は 11,000 となった。 
そのため、総合的な判定は、「情報収集等を行う必要性は低いと考えられる」とされた。 

 

表 3.6 前回と今回の評価の概要（吸入曝露） 

 
 前回の評価 

(第 4 次取りまとめ) 
今回の評価 1) 

(第 24 次取りまとめ) 

無毒性量等 

生物種 ヒト ヒト 

エンドポイント 
健康影響がみられな

い用量 

健康影響がみられな

い用量 

無毒性量等(mg/m3) 0.7 0.7 

予測最大曝露濃度 

(µg/m3) 

環境大気 － － 

室内空気 － － 

MOE 
環境大気 － － 

室内空気 － － 

MOE による判定 判定表記 3) － － 

参考値 

環境大気(µg/m3) 
0.0035 

(局所地域のデータ) 

0.00021 
(過去の一般環境大気

中の実測データ) 
上記参考値から求めたMOE 200,000 3,300,000 

室内空気(µg/m3) 
0.015 

(局所地域のデータ) 
0.088 

(局所地域データ) 
上記参考値から求めたMOE 47,000 8,000 
化管法に基づく直近年度の

大気への届出排出量からの

推定値(µg/m3) 
 0.061 

上記参考値から求めたMOE  11,000 

総合的な判定 2) 判定表記 3) 
×(一般環境大気) 

×(室内空気) 
〇(一般環境大気) 
〇(室内空気) 

注： 

1) 表中の網掛けは、前回評価結果からの変更箇所を示す 

2) 前回の評価では「判定」という項目名で表記されている 

3) ○：現時点では作業は必要ないと考えられる、 ▲：情報収集に努める必要があると考えられる、 

■：詳細な評価を行う候補と考えられる、 ×：現時点ではリスクの判定はできない 

4) 表中において、―はデータ等がないことを示す 

5) 表中において、斜め線は実施していないことを示す
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４．生態リスクの初期評価 

水生生物の生態リスクに関する初期評価を行った。 

（1）水生生物に対する毒性値の概要 

本物質の水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、生物群（藻類等、甲殻類等、魚類

及びその他の生物）ごとに整理すると表 4.1 のとおりとなった。 
 

表 4.1 水生生物に対する毒性値の概要 

生物群 
急

性 

慢 

性 
毒性値 
[µg/L] 生物名 生物分類／和名 

エンドポイント

／影響内容 

曝露期間

[日] 

試験の 

信頼性 

採用の 

可能性 
文献 No.  

藻類等  ○ 100 Raphidocelis 
subcapitata 

緑藻類 
(BBM 培地  
/ EPA 培地) 

NOEC   
GRO (AUG) 3 B B 1)-56363 

  ○ ≧230 Lemna gibba イボウキクサ 
NOEC 
GRO (RATE) 7 B C 5)-1 

 ○  > 230 Lemna gibba イボウキクサ 
EC50 
GRO (RATE) 7 B C 5)-1 

  ○ 980 Raphidocelis 
subcapitata 緑藻類 

NOEC 
GRO (RATE) 3 B B 3) 

  ○ 1,000 Raphidocelis 
subcapitata 

緑藻類 
(OECD 培地) 

NOEC   
GRO (AUG) 3 B B 1)-56363 

 ○  2,000 Raphidocelis 
subcapitata 緑藻類 EC50    GRO 4 B B 1)-2957 

 ○  2,000 Raphidocelis 
subcapitata 緑藻類 EC50    GRO 3 C C 1)-179400 

 ○  3,980 Raphidocelis 
subcapitata 緑藻類 

EC50 
GRO (RATE) 3 B C 3)  

甲殻類

等 
○  90 Daphnia magna オオミジンコ LC50   MOR 2 B B 1)-170319 

  ○ 158*1 Daphnia magna オオミジンコ MATC  REP 21 C C 1)-179871 

 ○  250 Gammarus 
pseudolimnaeus ヨコエビ属 EC50   IMM 4 B B 1)-5151 

  ○ 254 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 21 B B 2)-1 

 ○  360 Chironomus 
riparius ドブユスリカ EC50   IMM 4 B B 1)-5151 

 ○  2,410 Daphnia magna オオミジンコ EC50   IMM 2 B B 2)-1 

魚 類  ○ 0.134 Oryzias latipes ミナミメダカ NOEC  HAT 
100 

(曝露は 
雄のみ) 

D C 1)-179865 
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４．生態リスクの初期評価 

水生生物の生態リスクに関する初期評価を行った。 

（1）水生生物に対する毒性値の概要 

本物質の水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、生物群（藻類等、甲殻類等、魚類

及びその他の生物）ごとに整理すると表 4.1 のとおりとなった。 
 

表 4.1 水生生物に対する毒性値の概要 

生物群 
急

性 

慢 

性 
毒性値 
[µg/L] 生物名 生物分類／和名 

エンドポイント

／影響内容 

曝露期間

[日] 

試験の 

信頼性 

採用の 

可能性 
文献 No.  

藻類等  ○ 100 Raphidocelis 
subcapitata 

緑藻類 
(BBM 培地  
/ EPA 培地) 

NOEC   
GRO (AUG) 3 B B 1)-56363 

  ○ ≧230 Lemna gibba イボウキクサ 
NOEC 
GRO (RATE) 7 B C 5)-1 

 ○  > 230 Lemna gibba イボウキクサ 
EC50 
GRO (RATE) 7 B C 5)-1 

  ○ 980 Raphidocelis 
subcapitata 緑藻類 

NOEC 
GRO (RATE) 3 B B 3) 

  ○ 1,000 Raphidocelis 
subcapitata 

緑藻類 
(OECD 培地) 

NOEC   
GRO (AUG) 3 B B 1)-56363 

 ○  2,000 Raphidocelis 
subcapitata 緑藻類 EC50    GRO 4 B B 1)-2957 

 ○  2,000 Raphidocelis 
subcapitata 緑藻類 EC50    GRO 3 C C 1)-179400 

 ○  3,980 Raphidocelis 
subcapitata 緑藻類 

EC50 
GRO (RATE) 3 B C 3)  

甲殻類

等 
○  90 Daphnia magna オオミジンコ LC50   MOR 2 B B 1)-170319 

  ○ 158*1 Daphnia magna オオミジンコ MATC  REP 21 C C 1)-179871 

 ○  250 Gammarus 
pseudolimnaeus ヨコエビ属 EC50   IMM 4 B B 1)-5151 

  ○ 254 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 21 B B 2)-1 

 ○  360 Chironomus 
riparius ドブユスリカ EC50   IMM 4 B B 1)-5151 

 ○  2,410 Daphnia magna オオミジンコ EC50   IMM 2 B B 2)-1 

魚 類  ○ 0.134 Oryzias latipes ミナミメダカ NOEC  HAT 
100 

(曝露は 
雄のみ) 

D C 1)-179865 
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生物群 
急

性 

慢 

性 
毒性値 
[µg/L] 生物名 生物分類／和名 

エンドポイント

／影響内容 

曝露期間

[日] 

試験の 

信頼性 

採用の 

可能性 
文献 No.  

  ○ > 1.4 Oncorhynchus 
mykiss 

ニジマス 

（孵化仔魚） 
NOEC   
GRO / MOR 90 D C 1)-2957 

  ○ 3.01 Danio rerio ゼブラフィッシ

ュ（胚） 
NOEC  MOR 73 D C 5)-2 

  ○ 15.2 Oryzias latipes ミナミメダカ 
NOEC  REP 
(F0 / F1世代) 133 A A 2)-2  

  ○ 17.1 Oryzias latipes ミナミメダカ NOEC  REP 21 A A 4)- 
2024131 

   20 Danio rerio ゼブラフィッシ

ュ（胚） 
NOEC 
MOR / HAT 7 B ― 1)-188151 

   25 Oryzias latipes ミナミメダカ

（胚） 
NOEC  GRO 14 C ― 1)-178983 

  ○ 40 Danio rerio ゼブラフィッシ

ュ 
NOEC  REP 21 B B 1)-170515 

 ○  299 Oncorhynchus 
mykiss ニジマス 

LC50   MOR 
（止水式） 4 B B 1)-636 

 ○  360 Oncorhynchus 
mykiss ニジマス LC50   MOR 4 B B 1)-15572 

 ○  370  Oncorhynchus 
mykiss ニジマス LC50   MOR 4 D C 1)-6797 

 ○  400 Oncorhynchus 
mykiss ニジマス LC50   MOR 4 B B 1)-2957 

 ○  > 450 Oncorhynchus 
mykiss ニジマス 

LC50   MOR 
（流水式） 4 B B 1)-636 

 ○  1,260 Oryzias latipes ミナミメダカ LC50   MOR 4 B B 2)-2 

その他   1,213 Paracentrotus 
lividus 

ヨーロッパムラ

サキウニ（胚） EC50   GRO 2 B ― 4)- 
2024129 

 ○  1,310 Aquarana 
catesbeiana ウシガエル LC50   MOR 4 B B 4)- 

2024128 

 ○  1,574 Limnodrilus 
hoffmeisteri ユリミミズ LC50   MOR 4 B B 4)- 

2024128 

 ○  3,590 Dugesia japonica ナミウズムシ LC50   MOR 12 C C 1)-187658 

毒毒性性値値（太字）：：PNEC 導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 
毒毒性性値値（太字下線）： PNEC 導出の根拠として採用されたもの 
試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 

A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 
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採用の可能性：PNEC 導出への採用の可能性ランク 

A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない 
―：採用の可能性は判断しない 

エンドポイント 
EC50 (Median Effective Concentration)：半数影響濃度、LC50 (Median Lethal Concentration)：半数致死濃度、 
MATC (Maximum Acceptable Toxicant Concentration)：最大許容濃度、 
NOEC (No Observed Effect Concentration)：無影響濃度 

影響内容 
GRO (Growth)：生長（植物）、成長（動物）、HAT (Hatchability)：ふ化率、IMM (Immobilization)：遊泳阻害、 
MOR (Mortality) : 死亡、REP (Reproduction)：繁殖、再生産、 

毒性値の算出方法 
AUG (Area Under Growth Curve)：生長曲線下の面積により求める方法（面積法） 
RATE：生長速度より求める方法（速度法） 

*1 文献から NOEC と LOEC の幾何平均値を算出した 

  

評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒性値及び慢性毒性値のそれ

ぞれについて最も小さい毒性値を予測無影響濃度 (PNEC) 導出のために採用した。その知見の

概要は以下のとおりである。 

 
1） 藻類等 

Mayer ら 1)-2957 は、米国 EPA の試験方法 (Algal Assay Procedure: Bottle Test、1971) に準拠し

て、緑藻類 Raphidocelis subcapitata（旧名 Selenastrum capricornutum）の生長阻害試験を実施し

た。生長阻害に関する 96 時間半数影響濃度 (EC50) は 2,000 µg/L であった。 
また、Millington ら 1)-56363 は OECD テストガイドライン  (1984) に準拠して、緑藻類

Raphidocelis subcapitata（旧名 Selenastrum capricornutum）の生長阻害試験を行った。設定試験濃

度は、0（対照区）、0.05、0.1、0.5、1.0、5.0 mg/L であった。試験培地には BBM 培地又は EPA
培地が用いられた。生長阻害に関する面積法による 72 時間無影響濃度 (NOEC) は、設定濃度

に基づき 100 µg/L であった。 

 
2） 甲殻類等 

Lin1)-170319は、OECD の標準試験法 (1997) に準拠してオオミジンコ Daphnia magna の急性毒

性試験を実施した。試験は止水式で行われ、設定試験濃度は、0（対照区）、0.025、0.05、0.1、
0.25、0.5、1.0、2.0 mg/L（公比 2）であった。試験には M4 培地（硬度約 250 mg/L、CaCO3換算）

が用いられた。48 時間半数致死濃度 (LC50) は、設定濃度に基づき 90 µg/L であった。 
また、環境庁 2)-1 は OECD テストガイドライン No.211 (1998 年) に準拠して、オオミジンコ

Daphnia magna の繁殖試験を、GLP 試験として実施した。試験は半止水式 (24 時間ごとに換水、

テフロンシートで水面を被覆) で行われ、設定試験濃度は、0（対照区、助剤対照区）、0.025、
0.080、0.250、0.800、2.50 mg/L（公比 3.2）であった。試験溶液の調製には、試験用水として硬

度 250 mg/L (CaCO3換算) の Elendt M4 培地が、助剤としてそれぞれ 40 mg/L のジメチルホルム

アミド(DMF)  及び界面活性作用のある硬化ひまし油 (HCO-60) が用いられた。被験物質の実

測濃度は、試験溶液調製時又は換水後において設定濃度の 92～111%、換水前においては設定濃

度の 19～109%であった。実測濃度の時間加重平均値は、< 0.007（対照区、助剤対照区）、0.023、
0.071、0.254、0.831、2.62 mg/L であった。繁殖阻害（累積産仔数）に関する 21 日間無影響濃度 
(NOEC) は、実測濃度に基づき 254 µg/L であった。 
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3） 魚 類 

Sitthichaikasem1)-636 は、米国 EPA の試験方法 (EPA-660/3-75-009、1975) に準拠して、ニジマ

ス Oncorhynchus mykiss の急性毒性試験を実施した。試験は止水式で行われ、設定濃度は 0（対

照区、助剤対照区）、100、130、180、240、320、560、750 µg/L であった。試験溶液の調製には、

硬度 40～48 mg/L (CaCO3換算) の再構成水と助剤としてアセトンが用いられた。96 時間半数致

死濃度 (LC50) は 299 µg/L であった。 
また、環境省 2)-2は OECD テストガイドライン No.240 (2015) に準拠し、ミナミメダカ Oryzias 

latipes の拡張一世代繁殖試験 (MEOGRT) を実施した。試験は流水式（1 日当たり 5 回以上換

水）で行われ、設定試験濃度は 0（対照区）、0.50、1.6、5.0、16、50 µg/L（公比約 3.2）であっ

た。被験物質の実測濃度は、0（検出限界未満）、0.501、1.62、4.54、15.2、48.4 µg/L であった。

繁殖阻害（F0 及び F1 世代の産卵数又は受精卵数）に関する 133 日間無影響濃度 (NOEC) は、

実測濃度に基づき 15.2 µg/L であった。 

 
4） その他の生物 

Ai ら 4)-2024128は、ウシガエル Aquarana catesbeiana (=Rana catesbeiana) の幼生を用いた急性毒

性試験を実施した。試験は半止水式（24 時間ごとに換水）で行われ、設定試験濃度は、0（対照

区、助剤対照区）、0.694、0.833、1.000、1.200、1.440、1.728 mg/L であった。試験溶液の調製

には、試験用水として 48 時間以上エアレーション処理した水道水が、助剤としてジメチルスル

ホキシド (DMSO) が用いられた。96 時間半数致死濃度 (LC50) は、設定濃度に基づき 1,310 µg/L
であった。 

  

（2）定量的構造活性相関 (QSAR) 等による検討 

本物質について、定量的構造活性相関 (QSAR) 等による検討は行わなかった。 

 

（3）予測無影響濃度(PNEC)の設定 

生態毒性試験によって得られた毒性値のうち、急性毒性及び慢性毒性のそれぞれについて、

上記本文で示した最小毒性値に情報量に応じたアセスメント係数を適用し、予測無影響濃度 
(PNEC) を求めた。 

 
急性毒性値 
藻類等 Raphidocelis subcapitata 96 時間 EC50（生長阻害） 2,000 µg/L 
甲殻類等 Daphnia magna 48 時間 LC50  90 µg/L 
魚 類 Oncorhynchus mykiss 96 時間 LC50  299 µg/L 
その他 Aquarana catesbeiana 96 時間 LC50 1,310 µg/L 

アセスメント係数：100［3 生物群（藻類等、甲殻類等、魚類）及びその他の生物について信頼

できる知見が得られたため］ 

 これらの毒性値のうち、その他の生物を除き最も小さい値（甲殻類等の 90 µg/L）をアセスメ

ント係数 100 で除することにより、急性毒性値に基づく PNEC 値 0.9 µg/L が得られた。 
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慢性毒性値 
藻類等 Raphidocelis subcapitata 72 時間 NOEC（生長阻害） 100 µg/L 
甲殻類等 Daphnia magna 21 日間 NOEC（繁殖阻害） 254 µg/L 
魚 類 Oryzias latipes 19 週間 NOEC（繁殖阻害） 15.2 µg/L 

アセスメント係数：10［3 生物群（藻類等、甲殻類等及び魚類）について信頼できる知見が得ら

れたため］ 

 これらの毒性値のうち、最も小さい値（魚類の 15.2 µg/L）をアセスメント係数 10 で除するこ

とにより、慢性毒性値に基づく PNEC 値 1.5 µg/L が得られた。 
 

本物質の PNEC としては、甲殻類等の急性毒性値から得られた 0.9 µg/L を採用する。 

 

（4）生態リスクの初期評価結果 

【PEC / PNEC 比による生態リスクの判定】 

本物質の公共用水域における濃度は、平均濃度で見ると淡水域で 0.02 µg/L 未満程度、海水域

では概ね 0.011 µg/L 未満であった。安全側の評価値として設定された予測環境中濃度 (PEC) は、

淡水域で 0.46 µg/L 程度、海水域では概ね 0.011 µg/L 未満であり、PEC と予測無影響濃度 (PNEC) 
の比は、淡水域で 0.5、海水域では 0.01 未満となる。なお、淡水域の PEC は AIQS-GC によるス

クリーニング分析結果から設定されたものである。 
生態リスクの判定は、情報収集に努める必要があると考えられた。 

 

表 4.2 生態リスクの判定結果 

水 質 平均濃度 最大濃度 (PEC) PNEC 
PEC/ 

PNEC 比 

公共用水域・淡水 0.02 µg/L 未満程度 (2022) 0.46 µg/L 程度 (2022) 
0.9 

µg/L 

0.5 

公共用水域・海水 概ね0.011 µg/L未満 (2017) 概ね0.011 µg/L未満 (2017) < 0.01 

注：1) 環境中濃度での (  ) 内の数値は測定年度を示す 
  2) 公共用水域･淡水は､河川河口域を含む 

 

 
 

【総合的な判定】 

化管法に基づく直近 3 年間の排出量を用いて河川中濃度を求めた結果、河川中濃度の最大値

は、2022 年度の公共用水域・淡水への届出排出量を同年度の排出先河川の流量測定結果から平

水流量に相当する流量で除して求めた 26 μg/Lとなった。この値と PNEC の比は 29 である。 

詳細な評価を行う 
候補と考えられる。 

現時点では作業は必要 
ないと考えられる。 

情報収集に努める必要 
があると考えられる。 

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1 ［ 判定基準 ］ 
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したがって、総合的な判定としても、情報収集に努める必要があると考えられた。 
本物質については、曝露に関する情報が不足しているため、製造輸入数量や排出量の推移、

環境中濃度に関して注視を続けることが必要である。 

 

（5）前回と今回の評価の概要 

前回（第 4 次取りまとめ）の生態リスク評価では、水質実測データから設定した予測環境中

濃度 (PEC) と予測無影響濃度 (PNEC) の比が 0.1 未満だったことから、「現時点では作業の必

要はない」とされた。 
本物質については新たな環境実測データ（水質）と生態毒性に関する知見が得られたため、

改めて評価を行った。 
生態毒性においては、前回の PNEC 導出の根拠データよりも小さな毒性値が得られ、新たな

PNEC は前回の評価時よりも小さな値の 0.9 µg/L となった。 
PEC / PNEC 比による生態リスクの判定では情報収集に努める必要があるとされ、化管法に

基づく河川中濃度の推定値と PNEC の比は 29 となったため、総合的な判定も情報収集に努め

る必要があるとされた。 

 
表 4.3 前回と今回の評価の概要 

    前回の評価 
（第 4 次取りまとめ） 

今回の評価 1) 
（第 24 次取りまとめ） 

予測無影響濃度 (PNEC) 

生物種 甲殻類 甲殻類等 

エンドポイント EC50  LC50 

アセスメント係数 100 10 

PNEC (µg/L) 3 0.9 

予測環境中濃度 (PEC) 
淡水 (µg/L) 0.06 0.46 

海水 (µg/L) < 0.01 < 0.011 

PEC / PNEC 比 
淡水 0.02 0.5 

海水 < 0.003 < 0.01 

PEC/PNEC 比による判定 2) 判定表記 3) ○ ▲ 

総合的な判定 

化管法に基づく直近年度

の届出排出量による推定

河川中濃度 (µg/L) 
 26 

上記推定河川中濃度と

PNEC の比  29 

判定表記 3)  ▲ 

注：1)  表中の網掛けは、前回評価結果からの変更箇所を示す 
2)  前回の評価では「評価結果」という項目名で表記されている 
3)  ○：現時点では作業は必要ないと考えられる、 ▲：情報収集に努める必要があると考えられる、  

■：詳細な評価を行う候補と考えられる、     ×：現時点ではリスクの判定はできない 
4)  表中の斜線は、実施していないことを示す 
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